
職員数

(Ａ) 給　料

人 千円

320 1,355,077

　(4)　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

平成17年 平成18年

西脇市 97.1 95.9

千円

551,449

 １人当たり

人 件 費 率

(Ｂ/Ａ)

％

18.1

　(1)　人件費の状況（普通会計決算）

　(2)　職員給与費の状況（普通会計決算）

歳出額　(Ａ) 人件費　(Ｂ)

千円

16,265,998

実 質 収 支
住民基本台帳人口

（18年度末）

人

区　分

区　分

18年度

18年度

6,595

千円

 給与費(Ｂ/Ａ)

44,921 2,942,754

給与等抑制措置

期末勤勉手当

千円

546,762

千円

208,712

　　　　 を示す指数です。

　(注) １　職員手当には退職手当を含みません。

　　　 ２　職員数は、平成18年４月１日現在の人数です。

　(3)　特記事項

内　　　　　　　　　容 期　　　　　　間

　管理職手当10％カット

平成19年

　平成17年12月～平成20年３月

96.3

　　　 ２　平成17年の数値は、合併前の旧市町の加重平均値です。

１　総括

計　(Ｂ)職員手当

　(注) １　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を 100とした場合の地方公務員の給与水準

2,110,551

給　　　　　　与　　　　　　費

千円

千円

西脇市

97.1

95.9
96.3

95.0

95.5

96.0

96.5

97.0

97.5

平成17年 平成18年 平成19年



区　分

西脇市

兵庫県

国

類似団体

西脇市

うち調理員

兵庫県

国

類似団体

区　分

西脇市

大学卒

高校卒

高校卒

大学卒

大学卒

高校卒

高校卒

大学卒

－ －48.8  歳 287,094 円 － 320,514 円

40.7  歳 325,724 円 － 383,541 円

47.10 歳 348,444 円 423,412 円

－

180,400 円

145,400 円144,500 円

144,500 円

191,600 円

45.10 歳

281,111 円

266,200 円

266,200 円

303,000 円

258,600 円

国

379,398 円

44.4  歳 342,551 円 415,057 円

平 均 年 齢

　　 ③　教　育　職

平均給料月額 平均給与月額

48.4  歳

区　分

　しているものではありません。

平均給料月額

経験年数15年

357,998 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータ（臨時・パート職員等を含む）を使

　　　 　すべての諸手当の額を合計したものです。また、「平均給与月額(国ベース)」は、国家公務員の平

　(2)　職員の初任給の状況（給与改定後、平成19年４月１日現在）

区　　　　　分

技能労務職

２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

　(1)　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成19年４月１日現在）

平均給料月額 平均給与月額平 均 年 齢

　　 ①　一般行政職

教　育　職

経験年数10年

172,200 円
一般行政職

　(3)　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（給与改定後、平成19年４月１日現在）

経験年数20年

教　育　職 271,900 円

228,500 円
一般行政職

技能労務職 220,300 円

324,800 円 359,400 円

172,200 円

140,100 円

137,200 円

－

327,700 円

141,500 円

303,000 円

296,000 円

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較に当たり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致

区　　　　　分 西　脇　市 兵　庫　県

364,774 円

　　　 ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの

平均給与月額

　　　　 均給与月額には時間外勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じ

　　　　 ベースで計算したものです。

　(注) １　「平均給料月額」とは、平成19年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

45.2  歳 355,498 円

297,322 円

－

40.4  歳

－

－

　　 ②　技能労務職

47.10 歳 322,453 円

44.2  歳 364,142 円 474,770 円

391,872 円

351,527 円

334,406 円

平 均 年 齢 平均給与月額(国ベース)

49.1  歳 340,198 円

315,505 円

平均給与月額(国ベース)

392,787 円

424,983 円

378,262 円

413,768 円

　用しています。

－

対応する民間の類似職種公　　　　務　　　　員

平均給与月額

－

253,300 円

－

平 均 年 齢

334,406 円



区　 分 ８　級 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

標準的な 理　事 次　長

技　監 課　長

職務内容 部　長 主　幹

職員数(人) 11 43 33 60 75 46 4 0

構成比(％) 4.0 15.8 12.1 22.1 27.6 16.9 1.5 0.0

　　平成19年10月から管理監督職を対象に人事考課の試行を開始しており、一般

　職員についても順次試行を開始していく予定です。

　　昇給への勤務成績の反映については、現在試行中であるため、昇給区分に差

　を設けていません。

３　一般行政職の級別職員数等の状況

　(1)　一般行政職の級別職員数の状況（平成19年４月１日現在）

　(2)　昇給への勤務成績の反映状況

課長補佐 主　査

　(注)　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

一般職員 その他主　任 上級職員

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成18年 平成19年

８　級

７　級

６　級

５　級

４　級

３　級

２　級

１　級



区　　分

区　　分

各 6,500円

加算額 5,000円

3,500円 2,500円

2,000円 0円

55,000円

部　長 71,460円 次　長 63,540円 課　長 53,910円

課長補佐 33,390円 主　査 24,210円

　　平成19年10月から管理監督職を対象に人事考課の試行を開始しており、一般職員についても順次試行を開

　　勤勉手当への勤務成績の反映については、現在試行中であるため、成績率に差を設けていません。

１人当たり平均支給年額 108,667円

支給実績（平成18年度決算） 0千円

支給率０％

特殊勤務手当

管理職手当 異 な る

支給実績（平成18年度決算） 77,892千円

新築・購入から５年未満

新築・購入から５年以上

４　職員の手当の状況（給与改定後、平成19年４月１日現在）

世帯主である職員に支給世帯主である職員に支給

新築・購入から５年以上

住 居 手 当
自宅居住者

勤 勉 手 当
同　　じ

地 域 手 当

西　　　　脇　　　　市 国

（平成19年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 計

支給実績（平成18年度決算）

　始していく予定です。

546,762千円

3.00 月分 1.50 月分 4.50 月分

職制上の段階、職務の級等による加算措置　　有

１人当たり平均支給年額 1,709千円

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

期 末 手 当

いる職員に支給 最高27,000円

借家居住者

主な手当の名称　現場手当（班長手当）

異 な る
支給職員の割合 1.0％

月額10,000円

支給実績（平成18年度決算） 326千円

時間外勤務手当

支給実績（平成18年度決算） 45,844千円

支給実績（平成18年度決算） 51,726千円

１人当たり平均支給年額

扶 養 手 当

161,643円

年度初め満16歳～年度末満22歳の子

同　　じ

新築・購入から５年未満

同　　じ

同　　じ

10,590千円

配偶者 13,000円

その他の扶養親族

支給実績（平成18年度決算）

月額12,000円を超える家賃を支払って

　(注) １　支給実績（平成18年度決算）は、普通会計決算の額です。

　　　 ２　退職手当の１人当たり平均支給額は、18年度に退職した職員に支給された平均額です。

支給実績（平成18年度決算） 14,716千円

同　　じ

交通機関利用者　運賃の額相当額

最高支給額通 勤 手 当

自動車等利用者　片道２km以上の者

2,000～24,500円

勧奨・定年

最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

59.28 月分勤続35年 47.5  月分

30.55 月分

41.34 月分

退 職 手 当

（支給率） 自己都合

その他の加算措置

平均支給額

勤続20年 23.5  月分

勤続25年 33.5  月分

無支給地

西　　　　脇　　　　市 国

－
 定年前早期退職特

 例措置(2～20％)

１人当たり
3,929千円 24,788千円

同　　じ



市　長

副市長

議　長

副議長

議　員

市　長

副市長

議　長

副議長

議　員

市　長

副市長

　　　 　（４年＝48月）勤めた場合における退職手当の見込額です。

2.10

12月期

2.30

報
　
酬

退
職
手
当

期
　
末
　
手
　
当

19年度支給割合（月分）

430,000 円

給　　　　料　　　　月　　　　額　　　　等

給料月額×在職月数×0.4136

給料月額×在職月数×0.2538

　（算定方式）

13,480,051 円

 7,699,276 円

　（１期の手当額） （支給時期）

任 期 毎

計

390,000 円

（ 790,000 円 ）

任 期 毎

4.40

６月期

2.10

12月期

2.30

６月期

679,000 円 （ 970,000 円 ）

632,000 円

490,000 円

５　特別職の報酬等の状況（平成19年４月１日現在）

　(注) １　給料及び報酬の（　)内は、減額措置を行う前の金額です。

　　　 ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期

区　　分

給
料

計

4.40

19年度支給割合（月分）



　(3)　定員管理の数値目標及び進捗状況

700

　②　進捗状況

H19.４.１

職　　員　　数　　(人)

H18.４.１

727

純減数(人)

△ 67

職　　員　　数　　(人)

　　①  H17.４.１～H23.４.１における定員管理の数値目標

純減率(％)

△ 9.0

H17.４.１ H23.４.１

748 681

　(注)　H17.４.１の数値は、合併前の旧市町の合計値です。

土　木

衛　生

労　働

農林水産

商　工

727 700

15

16

410

総　務

税　務

民　生

小　計

一
 
般
 
行
 
政
 
部
 
門 30

214

103

337

0

△ 27

△ 8402

94

△ 2

330

15

27

204

６　職員数の状況

小　計

△ 3

4

区　　　分

△ 3

△ 10

△ 9

△ 7

42

主　な　増　減　理　由

　事務の統廃合・縮小

　業務内容の充実

△ 1

1

0

△ 2

対 前 年

増 減 数平成18年

1

4

80

21

0

△ 6

1

18

38

水　　道

下 水 道

そ の 他

17

平成19年

職　　　員　　　数

18

9

29

17

1

9

4

86

20

30

16

教 育 部 門

議　会

普
 
通
 
会
 
計
 
部
 
門

公
営
企
業
等

合　　　計

病　　院

36～39歳32～35歳28～31歳24～27歳

　事務の統廃合・縮小

　事務の統廃合・縮小

　事務の統廃合・縮小

構成比 (％)

0

0.0

40～43歳

職員数 (人)

区　分

構成比 (％)

　事務の統廃合・縮小

　事務の統廃合・縮小

職員数 (人)

区　分 20～23歳20歳未満

0

0.0

44～47歳

　事務の統廃合・縮小

　業務増

11.811.0

56～59歳 60歳以上

45 64

2.6 8.5

48～51歳 52～55歳

　(2)　年齢別職員構成の状況（一般行政職、平成19年４月１日現在）

　(1)　部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

7 3223 30

　業務内容の充実

　事務の統廃合・縮小

8.8 0.0

22 25
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男　性 女　性 合　計

2 21 23

14 35 49

3 3 6

4 21 25

7 11 18

男　性 女　性

13 12 1 1 0

3 3 1 0 1

20 17 1 0 1

5 4 1 0 1

27 27 23 2 21

2 2 2 0 2

件　数

0

0

件　数

0

0

0

1

特別休暇

組合休暇

　(2)　休暇

　 職員団体の業務と認められるものに従事する場合

 め、勤務しないことが相当であると認められる場合
介護休暇

区　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

10　職員の勤務時間その他の勤務条件

年次休暇

病気休暇

　(1)　勤務時間（標準的なもの）

１週間の勤務時間

１日の勤務時間

休　憩　時　間

勤　務　時　間 ８時30分～17時30分

12時00分～13時00分

８　時　間

40　時　間

合　　格　　者　　数

　新　規　採　用

休　職 6

管 理 栄 養 士

助　　産　　師

診療放射線技師

理 学 療 法 士

降　任

看　　護　　師

受験者数申込者数職　　　　種

薬　　剤　　師

処　分

免　職

備　　　　　　　　　　　　　考

に従事する場合　　　１件

　職務に関連があると認められる学術に関する事項の調査、研究又は指導

　心身の故障のため、長期の休養を要する場合　　　５件

　(1)　分限処分

処　分

免　職

停　職

減　給

備　　　　　　　　　　　　　考

　(2)　懲戒処分

７　職員の任免（平成18年度） （単位：人）

８　採用試験（平成18年度実施分） （単位：人）

希 望 退 職

区　　　　分

　退　職　者　数

※　介護休暇及び組合休暇については、無給の休暇です。

定 年 退 職

普 通 退 職

　 負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認められる場合

　 配偶者、父母、子等で負傷、疾病又は老齢により日常生活を営むのに支障がある者の介護をするた

　 結婚、出産、忌引その他の特別の理由により勤務しないことが相当である場合

　 職員が請求した場合（１暦年において20日）

戒　告

９　職員の分限及び懲戒処分の状況（平成18年度）



項　　目

　(2)　職員互助会

種　　類

給付事業

貸付事業

区　　分 内　　　　　　　　　　容

会員掛金率 　給料月額×２/1000

公費負担金率 　会員掛金に相当する額（給料月額×２/1000）

　　 ありませんでした。

11　職員の福祉及び利益の保護の状況

　　 利益の保護を求めることができるようになっており、適正な勤務条件を確保するための「勤務条件

　　 に関する措置要求」と身分保障を確実なものとするための「不利益処分に関する不服申立て」があ

　　 ります。（地方公務員法第46条、第49条の２）

　　　 平成18年度においては「勤務条件に関する措置要求」及び「不利益処分に関する不服申立て」は

　　 ます。本市は、地方公務員災害補償基金兵庫県支部に加入しています。

　(5)　利益の保護

　　　 職員は、全体の奉仕者という立場から労働基本権の一部が制約されています。

　　　 その代わりに、市に対して中立的な機関である公平委員会に対して、身分上及び経済上の権利・

　　 す。本市は、兵庫県市町村職員共済組合に加入しています。

　(3)　共済制度

　(4)　公務災害補償

　　　 公務災害補償については、地方公務員法第45条に基づき、地方公務員災害補償法で定められてい

　　②　会員掛金率及び公費負担金率

　　①　事業内容

　　　 共済制度については、地方公務員法第43条に基づき、地方公務員等共済組合法で定められていま

　レクリエーション事業（バレーボール、ボーリング）、互助会報の発行、

　職員が資金を必要とするときの貸付

その他事業
　人間ドック助成、保養施設利用助成、クラブ等助成

　　 助会を設置しています。事業内容、会員掛金率及び公費負担金率は次のとおりです。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容

　弔慰金、家族弔慰金、災害見舞金、結婚祝金、入学祝金、退会餞別金

　胃部検診、大腸がん検査、前立腺がん検査

　胸部レントゲン検診、尿検査、聴力検査、心電図検査、血液検査、眼底検査、
定期健康診断

　　　 地方公務員法第42条の規定に基づき、職員の相互共済及び福祉の増進を図るため、西脇市職員互

　(1)　職員の健康管理事業

　　　 職員の健康維持と疾病予防のため、労働安全衛生法第66条の規定に基づき、職員の健康診断を定

　　 期的に行っています。

内　　　　　　　　　　　　　　　　　　　容




